
審議会委員・アドバイザーからの指摘・意見に対する修正箇所一覧
頁 指摘・意見 対応 修正前 修正後
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第１章 策定の趣旨
１策定の背景と目的

・「リスクが顕在化」、「自然災害の激甚
化・頻発化」との表現が著しく不安を煽って
いるように感じる。⻑野市では、⽼朽管のリ
スクが顕在化していないのではないか。
・減災への提言があっても良いのではない
か。

・⻑野市の⼤⼝径管路では、潜⾏⽬視調査
が可能であり、指摘のとおり八潮市のよう
なリスクは顕在化していないため、表現を
変更。「自然災害の激甚化・頻発化」は国
でも使われている表現であり、⻑野市にお
いても令和元年の１９号台風を経験してい
ることから過⼤な表現ではないと判断。
・減災対策の提言を追加

 ⻑野市の下⽔道事業は、昭和28年の整備開始以来、令和７年度末における下⽔
道処理⼈⼝普及率が98.3％に達し、市⺠⽣活および都市活動を⽀える重要なライ
フラインとして⼤きな役割を担ってきました。
 一方で、下⽔道事業を取り巻く環境は⼤きく変化しています。⼈⼝減少の進⾏
に伴い、これまで増加傾向にあった汚⽔量や使用料収入は、減少傾向に転じてい
ます。また、⻑野冬季オリンピック前後に集中的に整備された施設の⽼朽化が急
速に進⾏しており、埼玉県八潮市で発⽣した管路⽼朽化に起因する陥没事故が示
すように、施設の⽼朽化が市⺠⽣活に甚⼤な影響を及ぼすリスクが顕在化し、維
持管理費や改築更新費の増⼤が見込まれています。加えて、能登半島地震では広
範な地域で下⽔道施設が被災し、復旧に⻑期間を要したことから、自然災害の激
甚化・頻発化への備えが喫緊の課題となっています。さらには、技術職員の確保
や技術継承といった⼈的課題への対応も不可欠です。

 ⻑野市の下⽔道事業は、昭和28年の整備開始以来、令和７年度末における下⽔
道処理⼈⼝普及率が98.3％に達し、生活排水や事業排水を適切に処理すること
で、千曲川・犀川をはじめとする公共用水域の水質保全に貢献するとともに、市
⺠⽣活および都市活動を⽀える重要なライフラインとして⼤きな役割を担ってき
ました。
 一方、下⽔道事業を取り巻く環境は⼤きく変化しています。⼈⼝減少の進⾏に
伴い、これまで増加傾向にあった汚⽔量や使用料収入は、減少傾向に転じていま
す。また、⻑野冬季オリンピック前後に集中的に整備された施設の⽼朽化が進行
する中、令和７年１月に埼玉県八潮市で発生した管路老朽化に起因する大規模な
道路陥没事故の教訓を踏まえ、点検調査や改築更新に要する費用の増大が見込ま
れます。加えて、令和６年能登半島地震では広範な地域で上下水道施設が被災
し、復旧に⻑期間を要したことから、大規模地震への備えとして上下水道施設の
一体的な耐震化が求められています。さらに、近年の激甚化・頻発化する自然災
害への備えとして、自治体間による広域的な協力体制の構築など、被害を最小限
に抑えるための減災対策の推進や、技術職員の確保・技術継承といった⼈的課題
への対応も不可欠です。
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３計画の位置づけ

「⻑野市総合計画」は全ての個別計画の基本
となるもので、本ビジョンの位置づけを示す
にあたり、「反映」という表現では弱いので
はないか。

【市・総合計画】最上位計画の方向性と矛
盾がないように策定したことを示す「整
合」へ修正（方針や内容の一致を強調）
【県・構想】国の通知に基づき、県と市町
村が共同で策定した地域全体のマスタープ
ランであり、拘束力は高いため「整合」へ
修正。
【国・加速化戦略】は法的強制力はなく、
地域の実情に合わせた独自の判断 が優先
されるため「勘案」とした。

 本計画は、上位計画である「第五次⻑野市総合計画」の施策を反映し、国⼟交
通省の「新下⽔道ビジョン加速戦略」及び⻑野県の「⽔循環・資源循環のみち
2022構想」の基本方針や方向性と整合を図りながら、本市下⽔道事業の中⻑期的
な方向性を示す基本計画として位置付けます。

 本計画は、国土交通省の「新下水道ビジョン加速戦略」における重点項目を勘
案しつつ、本市の上位計画である「第五次⻑野市総合計画」及び⻑野県の「水循
環・資源循環のみち2022構想」との整合を図りながら、本市下⽔道事業の中⻑
期的な方向性を示す基本計画として位置付けます。

資料１−２
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第２章 下水道事業の現状と将来の見通し
１事業の現況
（２）公共下水道事業の現況 表2-2

⽔洗化率、⼈⼝整備率は各処理区における状
況を示しているのに対し、⼈⼝普及率は、各
処理区の値が全体に占める割合を示してお
り、違和感がある。

⽔洗化率、⼈⼝整備率は処理区という範囲
内の⼈⼝を基準とするため、処理区毎の算
出が可能だが、⼈⼝普及率は地域全体に対
するカバー率を示す指標であることから、
処理区毎に算出することが概念的に不可能
であるため、表中の表現を変更するととも
に、各指標の算出基礎を示した。
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（４）公共浄化槽事業の現況 表2-9

公共浄化槽事業の整備状況を示す表の中に、
下⽔道計画区域内の個⼈浄化槽数が示されい
るのはなぜか。

下⽔道計画区域内の個⼈浄化槽は、上下⽔
道局管理の公共浄化槽事業では無いため、
表下段に文章として記載した。

 
 
 上表のほか、下水道計画区域内には、個人が設置・管理する個人浄化槽が 1,231
基 あります。
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（７）受益者負担金・分担金

受益者負担金・分担金について、記載の必要
性はないか。

指摘のとおり追記。
下水道整備費用の一部として、整備区域内の土地所有者又は建物所有者等に、土
地の⾯積等に応じて（一部⼾割地区あり）、一度だけご負担いただく制度です。
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２ 経営比較分析表による現状分析

経営比較分析表は、公共下⽔道や農集等の各
事業の合算値で分析しているようだが、合算
値で評価しているのであれば、その旨を記載
する必要があるのではないか。

下⽔道事業会計全体での経営指標であるこ
とを記載した。 本市の下⽔道事業について、経営の健全性、効率性及び施設の利用状況等を把握

するため、経営比較分析表に基づき、主要な経営指標の推移を分析しました。
  本市の下水道事業について、経営の健全性、効率性及び施設の利用状況等を把
握するため、経営比較分析表に基づき、主要な経営指標の推移を分析しました。
 なお、下水道事業は、市町村合併を経て、下水道事業の窓口の統一化を図るた
め、平成21年度に公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、個別排
水処理、特定地域排水処理の５事業を上下水道局へ一元化し、下水道事業会計に
おいて、統一的な使用料体系による一体的な運営を行っており、下水道事業会計
全体での経営指標となっています。
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第４章 具体的な取組（経営の方針）
２災害に強い下水道システムの構築
（２）浸水対策の推進

浸⽔対策で他の事業者と連携しているものは
ないか。
農業関係の排⽔機場、用⽔路のゲート操作
等、関係機関との協力体制が必要ではない
か。

すでに一部で⽔門遠隔化により、用⽔、河
川施設と連携して操作可能となっている
が、今後の連携強化を強調するために追記
した。

 近年の雨の降り方の局地化・集中化・激甚化や都市化の進展等に伴い、多発す
る浸⽔被害へ対応するために浸⽔対策を図ります。

⑤浸⽔被害軽減対策
 ⾏政や企業・市⺠等、あらゆる関係者が協働してハード・ソフト一体の対策を
多層的に取り組む「流域治⽔」を推進するため、各⼾にて雨⽔流出抑制が図られ
るように、引き続き雨⽔貯留・浸透施設助成制度を⾏います。また⺠間が⾏う開
発⾏為や新たに公共施設の整備を⾏う場合、計画の段階から開発者及び施工者と
協議を⾏い、雨⽔の浸透施設などによる雨⽔流出抑制対策を⾏います。
 ⽔門遠隔・自動化操作システムの整備拡充を⾏うことで、降雨状況の予測や⽔
位状況変化をリアルタイムに監視しながら、用⽔管理者と協力・連携し、上流か
らの用⽔や雨⽔の流入抑制や、既存排⽔路などの有効活用による浸⽔被害の軽減
を図ります。

 近年の雨の降り方の局地化・集中化・激甚化や都市化の進展等に伴い、多発す
る浸⽔被害へ対応するため、国や県、用水管理者等の関係機関と協力・連携しな
がら浸⽔対策を図ります。

⑤浸⽔被害軽減対策
 ⾏政や企業・市⺠等、あらゆる関係者が協働してハード・ソフト一体の対策を
多層的に取り組む「流域治⽔」を推進するため、各⼾にて雨⽔流出抑制が図られ
るように、引き続き雨⽔貯留・浸透施設助成制度を⾏います。また⺠間が⾏う開
発⾏為や新たに公共施設の整備を⾏う場合、計画の段階から開発事業者及び施⾏
者と協議を⾏い、雨⽔の浸透施設などによる雨⽔流出抑制対策を⾏います。
 ⽔門遠隔・自動化操作システムの整備拡充を⾏うことで、降雨状況の予測や⽔
位状況変化をリアルタイムに監視しながら、用水管理者と協力・連携し、上流か
らの用⽔や雨⽔の流入抑制や、既存排⽔路などの有効活用による浸⽔被害の軽減
を図ります。

42

（３）災害時対応の強化

市内にも流域の処理場がある。緊急時など
は、市町村を超えた援助体制が必要ではない
か。

３ 持続的な事業経営を⽀える基盤の強化
の実現方策である「広域的な官⺠連携の導
入」や「広域化の検討」の中には、緊急時
の協力体制の構築の検討は含まれるが、特
出しして記載することとした。

 災害時において下⽔道機能を確保するためには、施設整備だけでなく、被災時
に迅速かつ的確に対応できる体制の構築が不可欠となります。応急対応、復旧作
業、関係機関との連携等を適切に⾏うために、平時から実効性のある体制整備と
訓練を継続していきます。

 災害時における下水道機能の確保には、施設整備に加え、被災時に迅速・的確
に対応できる体制の整備が重要です。平時から実効性の高い訓練を継続するとと
もに、緊急時における処理場間の汚水処理・汚泥処理の相互支援など、流域下水
道との協力体制の構築を検討します。
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3 持続的な事業経営を支える基盤の強化
（１）健全財政の維持
 ①水洗化の促進

⼾別賃貸住宅所有者（家主）への対応が記載
無いのでわかりやすく記載してはどうか。

指摘のとおり修正。
 未接続建物に対し、⼾別訪問等により下⽔道の必要性や接続のメリット、助成
制度等を説明し、⽔洗化の促進に取り組みます。

 未接続建物の所有者に対し⼾別訪問等を実施し、下水道の目的や接続の義務、
各助成制度等を説明し、⽔洗化の促進に取り組みます。
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（４）市⺠理解の促進

下⽔道の重要な役割（公共用⽔域の⽔質保
全）や歴史を市⺠へ伝えていくことは重要で
ある。

指摘のとおり修正。
 下⽔道事業は市⺠⽣活に不可欠な基盤である一方、その役割や事業内容が⽇常
的に意識されにくい側面があります。今後、施設更新や使用料のあり方などにつ
いて理解と協力を得ながら事業を進めていくために、下⽔道の役割や必要性を分
かりやすく伝え、市⺠の理解を深めていきます。

 下⽔道事業は市⺠⽣活に不可欠な基盤である一方、その役割や事業内容が⽇常
的に意識されにくい側面があります。今後、施設更新や使用料の在り方などにつ
いて理解と協力を得ながら事業を進めていくために、浸水防除（雨水の排除）・
公衆衛生の向上（汚水の処理）・公共用水域の水質保全（環境の保護）といった
下水道の役割、必要性や歴史を分かりやすく伝え、市⺠の理解を深めていきま
す。


